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２０１５年１月から適用される 

暦年課税の贈与税率に注意！ 

 ２０１５年１月１日から、相続税については基礎

控除額が４０％縮減されるなど大増税となります

が、贈与税については、直系尊属から贈与を受

けた場合の贈与税の税率の特例が創設され、２０

歳以上の子や孫への贈与を対象に税率構造を

緩和、それ以外の暦年課税の贈与を対象とした

贈与財産に係る贈与税（暦年課税）の税率構造

についても見直されております。 

 

 暦年課税の場合は、父母や祖父母など直系尊

属からの贈与により財産を取得した２０歳以上の

受贈者について、特定税率の適用がある「特例

贈与財産」と、特例税率の適用がない「一般贈与

財産」に区分して贈与税額を求めることになりま

す。 

 現行の贈与税の税率については、１０％～５

０％の６段階に分かれた税率構造により課税され

ており、基礎控除額は一律１１０万円となっており

ます。 

 例えば、贈与により５００万円の財産を取得した

場合の贈与税額は、「５００万円－１１０万円＝３９

０万円（基礎控除後の課税価格）」となり、「３９０万

円×２０％－２５万円」で算出した５３万円が贈与

税額となります。 

 しかし、２０１５年１月からは、２０歳以上の者が直系

尊属から贈与を受けた財産に係る暦年課税の税率構

造は、税率区分が現行の６段階から８段階となり、３,０

００万円以下の贈与は税率が引き下げられますので、

ご注意ください。 

 

 一方、それ以外の暦年課税の贈与（一般贈与財産）

を対象とした税率構造も、税率区分が現行の６段階か

ら８段階となり、基礎控除後の課税課核が１,０００万円

超～１,５００万円以下は４５％に引き下げとなります。 

 そして、２０１５年１月以降は、特例贈与財産と一般

贈与財産がある場合の贈与税の計算が必要となる場

合も出てきます。 

 その場合は、下記（Ａ＋Ｂ）が贈与税額となり、基礎

控除後の課税価格は、（一般贈与財産の価額＋特例

贈与財産の価額）－基礎控除額となります。 

Ａ．基礎控除後の課税価格×一般贈与財産の税率

×（一般贈与財産の価額／合計贈与価額） 

Ｂ．基礎控除後の課税価格×特例贈与財産の税率×

（特例贈与財産の価額／合計贈与価額） 

 該当されます方は、ご注意ください。 

（注意） 

 上記の記載内容は、平成２６年１２月３日現在の情報に基づ

いて記載しております。 

 今後の動向によっては、税制、関係法令等、税務の取扱い

等が変わる可能性が十分ありますので、記載の内容・数値等は

将来にわたって保証されるものではありません。 
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